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東洋大学社会福祉研究第6号(2013年8月）
●学位取得論文要旨
知的障害者の「代行決定」に関する考察
障害者家族会による成年後見事務からの示唆と「決定の支援」の確立をめざして
1．研究背景
重度知的障害者の意思を‘|寸度(そんたく）し、その
上で決定を代替するというある種の家族機能に基
づく代行決定は、障害児・者の誕生から長年にわ
たる生活を共にしてきたことから推定される本人
の障害特性に関する理解(経験知)に基づき、家族自
身が実践してきた代行決定である。そして、知的
障害児・者の家族による「代行決定」は、事実上、
一般社会でも「本人決定」に替わるもの、いわゆ
る「保護者決定」というかたちで自己決定と同様
な効力(社会的な容認)がもたされているのである。
しかし、重度の知的障害者の代行決定(実際には
｢決定」に基づく手続)を有効とするためには､代行・
代理権の設定など、様々な手続きを執る必要があ
る。その法的根拠となるのが､成年後見制度であり、
家族といえども成年後見人となることが、求めら
れるのである。さらにまた、知的障害者の生涯の
生活支援を考えるとき、保護者である家族、特に
親は障害者本人より先に亡くなるというのが自然
の摂理となるわけだが、この事実への対処、いわ
ゆる知的障害者の「親なき後」の課題への有効な
対応策、社会資源としても成年後見制度の活用が
あげられるようになっている。これらの理由によ
り、家族・親族や社会福祉士をはじめ弁護士や司
法書士といった専門職による、知的障害者の成年
後見事務が行われるようになっているのである。
ただ、実際の知的障害者の成年後見事務一財
産管理(財産の取得･活用・処分)や身上監護・配慮
(契約代行によるサービス利用支援・管理)に関して
行われる、さまざまな「決定」－に際し、成年
後見人と本人との意見の相違があることは珍しい
ことではなく、また意思の表明が難しい障害者本
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人の「意思の'|寸度(そんたく)」に迷うことも日常的
に存在する。
そのような現実があるなかで、社団法人全日本
手をつなぐ育成会(以下「育成会」）は、2007年3月
に「障害者保健福祉推進事業・地域障害者の権利
擁護システム構築に関する研究事業(平成18年度)」
の研究調査報告書を公表した。同報告では「知的
障害者成年後見支援センター」構想を提案してお
り、その内容(知的障害への理解度、生活の把握度
等)を概観すると、いわゆる「家族会」が、知的障
害者本人の「意思の‘|寸度(そんたく)者、意思決定の
代替者」として、成年後見事務を担う他機関、専
門職より適しているとの報告がなされている｡(知
的障害者の権利擁護システム構築関する研究事業
report2:17･39)
特に重度の知的障害者の成年後見事務では、そ
の代行決定するときに、できるだけ本人の意思に
沿った(‘|寸度した)決定ができるのか、最善の利益
(bestinterest)を実現できるのかが課題となる。こ
れらは、上述のように“共に生活してきた”とい
う環境の位置づけ上、限りなく本人に近い者(近親
者・家族)が事実として行ってきた事柄である。こ
のような家族機能を家族以外の第三者(自然人・法
人)で担える可能性をもつ機関は、育成会の報告に
ある通り、障害者の特性や障害者家族の機能を理
解し、本人及び家族の代弁(advocacy)を行っている
セルフヘルプグループ、家族会(育成会)にあるもの
と推測されるのである。
2研究目的
本研究では、わが国で、家族会が成年後見事務
を行っている、あるいは関与している全国7団体
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(法人)への聞き取り調査、そして、その家族会に
よる法人後見事務を利用している本人(家族または
本人)たちへの聞き取り調査から、育成会の報告
にある「家族会による成年後見事務の有効性」を
検証するとともに、知的障害者の最善の利益(best
interest)を実現する、障害者の福利(well-being)の
ための代行決定の過程(プロセス)、方法論を探求す
ることを目的とする。
知的障害者の成年後見事務一身上監護・配盧
－の目的には､本人の意思を尊重する「自己決定」
とともに、福利(well-being)の達成の概念も必要と
考えられている。このうち､社会福祉､特にソーシャ
ルワークにおいての自己決定は、対人援助の常識
でもあることから、「知的障害者の自己決定」に関
する先行研究には多くの蓄積がある。
だが、知的障害者の権利擁護の実現には、障害
者自身の自己決定の尊重及びその権利の保障だけ
でよいのであろうか、それだけで障害者の権利を
擁護したことになるのであろうか、という問いも
生じる。様々な制度やサービスの受益者としての
福利(well-being)の達成による、生活水準面での「人
間らしい生活」の達成。それを目的とした保護的
対応、代行決定も一方では必要と考えられるので
ある。
自己決定に関する先行研究の中でも、決定後の
結果の良否、妥当性などを根拠として、すべての
自己決定が容認されるものではないこと、また、
どうしても他者による決定(代行決定)を受けなけれ
ば生活の継続すらできない人々がいることを否定
していない。そして、自己決定及びその権利を重
視するイギリスの成年後見制度を規定する2005年
意思決定能力法(MentalCapacityAct2005)でも代
行決定は認められており、その達成方法の基準と
して「最善の利益(bestinterest)基準」が定められ
ているのである。
3．研究方法
①調査協力者
i.F市家族会の会員77名に対して「障害者保健
福祉推進事業・地域障害者の権利擁護システ
ム構築に関する研究事業(平成18年度)」の研究
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調査報告書(report4:P5-P6)における質問項目
と同様の内容の質問紙を作成し、アンケート
調査を行った。（有効回答数31名）
ii.家族会による法人後見事務を実践、または法
人後見事務に関与している全国の7家族会・
機関に対し、研究の趣旨を伝え、電話及び文
書により聞き取り調査の協力を依頼した。聞
き取り対象者については、法人後見に関する
事務に最も尽力かつ詳しい方を法人・機関に
より選定してもらい、その方を対象とした。
従って聞き取り調査の対象者の職名は、理事
長、理事、施設長、事務長など様々な職種と
なっているが、この研究においての対象者の
呼び方は、全て法人後見事務に関する「キー
マン」とする。
②調査方法
i.F市の家族会では、上記質問紙によるアン
ケート調査を行い、育成会による全国調査報
告(n=4840)との差異を検証するとともに、障
害者自身に関しての家族による決定の実態を
明らかにした。
ii.7家族会・機関のキーマンに対し、予め10項
目の質問項目を設け、その10項目への回答と
11番目に「課題」として、自由回答・意見を
聞き取る、半構造化面接方式で聞き取り調査
(インタビュー）を行った。そのインタビュー
内容をICレコーダーに録音した上でインタ
ビューノーツ(佐藤：2002)を作成し、基礎資料
とした。尚、質問の内容は、①設立の背景(法
人化した動機、特に法人後見の必要性に対す
る意識の確認する)、②会員(会員の参加率を計
り、どれだけの会員が賛意を示しているのか
を検証する)、③事業内容(本人の利益のために
事業として、後見事務以外に何が必要かを聞
き出す)、④財源(財源の裏付けが事業の継続性
に必要であることを確認する)、⑤行政や社協
その他の支援の有無(家族会の社会的な認知度
の高さ)、⑥後見事務担当者(後見事務が会員に
よるものか、専門性の高い課題にはどのよう
に対処をしているのか、できるのかを確認す
る)、⑦利用状況・類型(利用度・本人能力、決
定に支援や代替の必要性を確認する)、⑧後見
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事務開始へのコンセンサス(法制度への移行へ
の会員の意識変革が必要であったか、スムー
ズに移行できたかを確認する)、⑨地域移行希
望者への対応(地域支援の実践課題と実力を確
認する)、⑩事務協力員の養成(家族外の他者の
協力の必要度、それに伴うネットワーク形成
力を確認する)、⑪課題(後見事務で課題となる
こと等自由意見)、である。
iii.7家族会のうち2家族会(T成年後見セン
ター･S学園成年後見支援委員会)協力を得た
上で、後見事務の利用者である障害者本人1
名及び親(保護者)2名に対し､聞き取り調査(半
構造化面接)を行った。質問項目は7家族会の
聞き取り調査から得た9要件のうち、①決定
への関与、②生活の場、③生活の支援、④人
（担い手)、⑤財源(お金)(障害者年金の有無・本
人生活費の年金での充足度･家族からの助成)、
⑥連携(ネットワーク)、⑦親なき後(人間の死・
法人後見・誰に託したい．複数後見など)、③
成年後見制度､⑨その他:今感じている課題(希
望することや改善点)、成年後見制度に対する
希望などについての自由意見とした。
③分析方法
i、F市のアンケート調査結果からは、「外食時
のメニュー」や「在宅時の食事・入浴・就寝
時間｣、「レクリエーション｣、「医療的ケア｣、
「収入の使用目的」などの決定に関する項目
の単純集計結果及びこれらの項目のそれぞれ
と「本人の要求への配盧」とクロス集計を行っ
た。その結果、「医療的ケア」や「収入の使用
目的」など生活上重要と考えられる決定では、
家族による関与や代行する傾向が強くなって
いる。
ii.7家族会への調査の結果から作成したインタ
ビューノーツのデータを要約、ラベル化して
コード化を行い、コードノーツ(田川：2006）
を作成した。その分析から①「利益相反｣、②
「専門職の関与｣、③「ネットワーク」④「支
援者との協働｣､⑤「生活(場)支援｣､⑥「課題・
親なき後・他者への委任・家族の意識改革｣、
⑦「制度･事業の継続性｣､⑧「決定への関与｣、
⑨「医療同意」の9の要件にまとめられる。
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そしてこの9つの要件とともに、A)当事者の
主体性、B)担い手(市民協力者)、C)伝達ノー
トの3要件も抽出した。これらの項目を質問
項目として、家族会による法人後見利用者か
らの聞き取り調査を実施した。
iii.家族会による法人後見利用者(障害者本人1名
と親2名)に対する聞き取り調査は、家族会に
よる成年後見事務に関する感想､とくに①「決
定への関与」では、障害者本人がどのように
感じているのか、また保護者(親)が家族会ス
タッフの決定をどのように感じているのか、
について聞き取る目的で行ったものである。
障害者本人には例示などわかりやすく説明を
行ったのだが、当を得た回答を得ることはで
きなかった。一方で保護者からは、肯定的な
評価を得ている。調査数が少ないので結果と
しては一般的とはいえないが、障害者本人に
よる自己決定の難しさ、家族が家族会の後見
事務に対する関心の高さや期待が理解できる
ものと考えられる。
④複数調査の実施の必要性
i・以上の複数の調査及び分析を行うことによ
り、家族による決定と家族会による決定との
関連性と違い、障害者の自己決定についての
課題などを明らかにする目的で行ったのであ
る。
⑤倫理的配慮
i.F市家族会会員へのアンケート調査及び全国
7家族会のキーマンヘの聞き取り調査に関し
ては、調査依頼時に調査の目的、データの使
用方法について伝えておき、調査の同意を文
書で得た。また調査後には、対象施設に調査
分析した結果を送付している。
ii.家族会(さくら学園)後見事務を利用者である
障害者本人及び保護者(親)への聞き取り調査
については、東洋大学大学院研究審査倫理委
員会による承認を得ている。
⑥先行文献による研究・権利擁護概念
i・育成会による「障害者保健福祉推進事業・地
域障害者の権利擁護システム構築に関する研
究事業(平成18年度)」など先行研究や文献、ま
た論文データベースCinii(http://ci.nii.ac.jp/)で
学位取得論文要旨「知的障害者の「代行決定」に関する考察」／篠本耕二
｢権利擁護」をキーワードとして論文収集を
行い、そこから知的障害者の自己決定や代行
決定に関する研究ついて概観し、知的障害者
の権利擁護について筆者自身の定義化を試み
た。
4．論文の構成
序章
第1章知的障害者の権利擁護
第1節権利擁護という概念
第2節社会福祉における権利擁護
第3節自己決定とパターナリズム(他者による
決定介入・保護）
第4節決定支援(支援された決定）
第5節権利としての決定とその課題
第2章障害者の家族と家族会
第1節家族会の成立と活動内容の変遷～旧民
法における親族会から現代の(知的・精
神障害者)家族会まで～
第2節家族による決定
第3節家族機能と家族会の機能
第4節家族会による決定という事実
第3章障害者家族会(育成会)による成年後見事務
の実践と課題
第1節家族会(育成会)による成年後見事務の実
際
第2節調査の枠組み
第3節聞き取り調査から得た｢最善の利益(best
interest)」を導き出す要素
第4節家族会の関与する成年後見事務利用者
（成年被後見人当事者・保護者)の意見
第5節家族会後見事務における自己決定とパ
ターナリズム
第4章障害者家族会による成年後見事務の実践
からの示唆
第1節家族会による自発的福祉活動(法体系と
社会制度を超えるもの）
第2節友人的支援・相談という概念(現実性の
原理）
第3節実践から導き出される理想の成年後見
事務
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第4節実践における課題：保護的パターナリ
ズム・利益相反・フリーライダー問題
第5節家族会による成年後見事務の客観性
終章障害者の「最善の利益(bestinterest)」の
実現に向けた「決定」の新たな模索
第1節知的障害者の最善の利益(bestinterest)
を導く代行決定
第2節障害者のライフプランを考えるという
こと：自己決定と代行決定の支援
第3節家族会を主体とした成年後見(決定)支援
ネットワークの構築
第4節「最善の利益」の実現のため代行決定：
樋澤・小柳のパターナリズム論を援用
した決定支援
第5節家族会による決定
第6節結論として：「最善の利益」の実現に向
けた代行決定プロセス
5．各章の概要
序章
本論文の研究背景、目的、枠組み、関連用語に
関する定義を行った。知的障害者の自己決定の尊
重と同様に、保護的対応、代行決定の必要性が有
ることをについて論述した。
第1章知的障害者の権利擁護
知的障害者の権利擁護では、2つのことが問題
にされる。1つは、自己決定する権利が知的障害
者にも当然存在するということであり、もう1つ
が、知的障害者の福利(well-being)にかかわる権利
を達成するために行われることがある成年後見人
等(法定代理人)による「代行決定」の問題である。
ここでの自己決定(行為主体･agency)の権利と人
間らしい生活(福利・well-being)を送る権利という
二つの権利は、理性的な個人(自立する人間像)を前
提とすれば、同じベクトルにより実現されるもの
と考えられるのであるが、知的障害者、特に重度
の障害者との関わりでは、矛盾を抱えるときがあ
る。それは障害者自身の自己決定が取り返しのつ
かない結果をもたらすと明らかに予測されるとき
である。社会福祉の領域では、ソーシャルワーク
東洋大学社会福祉研究第6号(2013年8月）
の実践原則として自己決定が躯われ、さらにその
自己決定権の保障がクライエントとのラポールの
形成に必要とされる一方、社会福祉専門職はクラ
イエントの福利(well-being=良き状態)の達成を図
ること、支援しなければならない使命(mission)も
併せもっている。つまり専門職は自由と福利の権
利を実現すべき存在なのである。しかし、知的障
害者の過ち(愚行とよばれるもの)に直面したとき、
二つの権利を同時に護ろうとしてジレンマに陥る
のである。そのためにまず権利の実態(権利とは何
か)、また、その保障や擁護の概念、社会福祉にお
ける権利擁護について先行研究からの解明を行っ
た。
社会福祉(ソーシャルワーク含む)の定義には欠か
すことのできない人権、それはまず、道徳的な権
利として確立され、それが社会の成熟(福祉国家化）
とともに法的権利(抽象的・具体的)となり、その
権利の行使を含めた自己選択、決定すること、い
わゆる決定権に至るまでの自由に関する権利があ
る。さらにそれに加えて、人間の生活や福利(well-
being))の達成に関する権利も存在する。それらの
権利を護ることが権利の保障・擁護であり、障害
の有無に関係なく、人である限り尊重されなけれ
ばならない。そして、社会福祉の専門職をはじめ
として全ての市民は、他者の権利を侵害しない限
り、それらの権利が実現できない状態を放置する
ことは許されないのである。
但し、意思能力の不十分な重度の知的障害者の
中には､保護(パターナリズム)的対応をしなければ、
｢人間らしい生(尊厳)の権利」を享受・実現・維持
できない人々がいる。この場合でも、できるだけ
本人の自己決定とそれを権利(自己決定権)として尊
重、擁護するというのが現在の権利擁護の主流で
ある。また、実際の本人に関する決定の場面では、
自己決定か保護的対応かを、内容や能力で一律に
区分けされるものではなく、その中間の決定の支
援という事実も存在するのである。
第2章障害者の家族と家族会
知的障害者の権利擁護では、知的障害者自身に
よる自己決定の尊重と併せて、障害者自身による
決定を支援することも必要である。意思能力に重
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度の障害があることで、この自己決定が実現不可
能な時には、障害者自身に関する決定を、誰がど
のように代理・代行決定(保護的対応)すべきか、（適
しているのは誰か)、という疑問が起こる。しかし、
その答えをはっきりと出すことは恐らく不可能で
あろう。ただし、その代行決定が行われるときに
は、「最善の利益(bestinterest)」の実現という目
的が達成されるものでなければならないことは明
確である。その目的の達成に関して、イギリスの
2005年意思決定能力法(MentalCapacityAct2005)
の第4条第6項では合理的に確認できる範囲(b.本
人に能力があれば本人の意思決定に影響を与えた
であろう信念及び価値観)、第7項では第6項の意
見を聞く者(b・本人の介護者または福祉に関心があ
る者)等を規定している。このことは決して家族に
限定しているものではないが、わが国においては
家族がその役割の多くを担ってきた(担っている)も
のといっても過言ではない。このことは育成会に
おいても、成年後見事務に関わる適性として、①
知的障害者の障害特性についての知識経験がある、
②知的障害者の生活をトータルに把握している、
③組織の継続性がある、④連帯感、安心感がある、
をあげ、さらに障害者本人の意思(希望)と意見の尊
重等で「最善の利益(bestinterest)」の実現につい
て遵守すべき事柄を上げている。（知的障害者の権
利擁護システム構築に関する研究事業report2･
pp45-46及びp48)
これらのことからすると、知的障害者の家族に
は、障害特性や生活課題に関する経験知があり、
さらにその家族の集合体である家族会にも同様の
経験知が集積されているものと考えられる。その
経験知の形成に関わる根拠や過程について、家族
及び家族会についての歴史的過程から、それらの
構造が保護的機能を有した背景について探り、そ
の機能が障害者の決定に及ぼす影響について議論
をしておく必要があると考える。
知的障害者の家族、特に親は、ひたすらに障害
のある子を保護(protection)してきたのであり、今
もそれは続いている。障害者本人にふりかかる苦
難、人権・権利の侵害に対し一体となって対処、
代弁(advocacy)し、これからもし続けていくであろ
う。そのような家族が、本人のために行う代行決
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定とは、家族機能の現代的変動を受けて、その保
護機能及び愛情機能の派生・拡大として行ってい
るものであり、家族機能の一部といえるのである。
しかしその一方で、その家族による代行決定に障
害者自身の意見がどのように反映したのか、代行
決定する家族(親)なき後には、誰がその(決定)機能
を担うのかという課題も浮上する。このように、
家族(特に親)が、知的障害者の決定を代行し、保護
することに専念してきた歴史的事実から、ともす
れば行きすぎた保護が生じることになる。
次に家族会は、その構成員である障害者本及び
その家族が、共に幸福を追求、活動する運動体で
あり、セルフヘルプ活動の実践主体である。家
族会が果たしているのは、障害者本人及びその
家族の代弁(advocacy)、保護(protection)、組織化
(organization)、助言・情報提供(advice/infbrmation
service)、連携(linkage)、そして社会変革(social
change)の諸機能である。
以上、家族と家族会のそれぞれの機能を対比さ
せると、代弁(advocacy)と保護(protection)など、共
通している部分もあるが、家族会には、家族とは
異なる機能、役割を果たしている（あるいは果た
しうる）面が見られる。つまり、家族による決定
の場合には、本人のため（本人の保護最優先）と
いうことから、「決定の(本人からの)収奪」がなさ
れてしまうことが、その関係性からある意味で避
けられないことになるのに対して、家族に比べて
一定の客観性・第三者性を備えた家族会の場合に
は、そうした決定の収奪に陥らない枠組みを用意
することが可能なのである。
第3章障害者家族会(育成会)による成年後
見事務の実践と課題
第2章では、家族及び家族会のそれぞれの機能
や特徴に関する共通性と差異、特に保護的な機能
が優先される背景について明らかにした。また、
その保護的機能により、障害者本人に関して重要
と考えられる収入の使途や医療に関する内容に関
する決定については、家族が介入、代行するとい
う傾向･事実があった。このことは､福利(well-being)
の達成には重要であり、ある意味当然の帰結であ
るかもしれない。但し、それを説明し、実現する
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何らかの根拠と行き過ぎた保護を防止する仕組み
が必要になるものと思われる。このことの実現可
能性を有するのが家族会であり、家族会による成
年後見事務(法人後見)及び決定であるものと考えら
れるのである。
この可能性を解明するために、成年後見事務に
関して、家族会が直接的に、間接的に関わりをも
ち、独自の権利擁護活動と生活支援活動を行って
いる7家族会(法人・機関)とそのキーマンに聞き取
り調査を行い、その収集したデータを質的に分析
(code･notes)しながらキーワードを抽出し、抽出
されたキーワードをカテゴリー化(成年後見事務や
地域生活支援に必要な因子)し、それをもとに「最
善の利益(bestinterest)」を実現するための要因・
項目を抽出した。その要因･項目を整理すると①｢利
益相反｣、②「専門職の関与｣、③「ネットワーク」
④「支援者との協働｣､⑤「生活(場)支援｣､⑥「課題・
親なき後･他者への委任･家族の意識改革｣、⑦「制
度･事業の継続性｣、⑧「決定への関与｣、⑨「医療・
同意」の9つの要件にまとめられる。そしてこの
9要件に加えて重要となるのが、A)当事者の主体
性、B)伝達ノート、C)担い手(市民協力者)という3
つの要件である。家族会が中心となって、これら
の12の要件を満たすことによって、障害者の最善
の利益(bestinterest)の実現に近づけるものと考え
られる。
このことを裏付けるために、家族会(法人･機関)、
特に後見事務の推進者・実務者(キーマン)に対す
る聞き取り調査と合わせ、数は少ないが、実際の
利用者(障害当事者と家族)からも意見の聞き取りを
行った。それらの意見をまとめると､家族(親)にとっ
ては、家族会による成年後見事務への評価は高い
が、本人の財産管理等に対する意識では、家族と
本人の境が暖昧という事実があった。このことと、
第2章第2節の「家族による決定」においても収
入の使用目的や医療の決定などで家族(親)が介入
(関与や代行)するという結果と併せて考えると、家
族会による後見事務、決定には家族と違う客観性
が重要になるのである。さらに障害者本人の評価
を得ることが難しいという事実・結果からすると、
やはり後見事務と代行決定については、外形的な
条件をもとに行わざるを得ないというのが現実で
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ある。このことからも客観性の担保が、重要かつ
必要なのである。
それぞれの年代における決定の支援である。その
生涯にわたる決定及び決定支援に有効なのが「ラ
イフプランノート」である。但し、それはあくま
でも人生に大きく影響をあたえる内容を決定する
ときに用いるのであって、日常的な決定では、間
違いを犯す権利(愚行)も含め、本人が様々な関係
者と日常的に関係しながら決定することも当然の
行為、権利であることを忘れてはならない。この
ように、障害者本人の決定のあり方は、行為主体
(agency)と福利(well-being)の達成との比較考量か
ら考えるべきである。この点に関して、PACの実
践では、「障害当事者の主体性の尊重」という意識
を役員や関係者がもつことの重要性を示唆してい
るものと考えられるのである。また、様々な専門
職や友人的支援者という第三者の関与と連携も、
構造的に家族会の客観性を担保することになると
第4章障害者家族会による成年後見事務の
実践からの示唆
第3章で調査した7家族会(法人・機関)の独自の
活動内容から、実践活動から導き出された最善の
利益(bestinterest)を実現するための要件とともに、
通常の成年後見事務だけではない独自の自発的(法
制度によらない)福祉活動を実践している団体があ
る。その非制度的福祉活動から、さらに障害者の｢最
善の利益(bestinterest)」をもたらす決定や決定の
支援という機能とその制度的な示唆、医療同意の
手段、友人的支援を得たことにより、家族会によ
る理想的な成年後見事務のモデルを提案した。
一方、知的障害者の後見事務を行うにあたり、
視野に入れなければならないのが、障害者のライ
フサイクル支援(未成年=>成年弓親なき後)であり、
いうことも示唆しているのである。
図1
障害者の成年後見事務における決定支援のサポートネットワークのイメージ
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学位取得論文要旨「知的障害者の「代行決定」に関する考察」／篠本耕二
終章障害者の「最善の利益(bestinterest)」
の実現に向けた「決定」の新たな模索
決定に関して、自己決定と代行決定にもそれぞ
れ「支援」という事実があり、特に最善の利益(best
interest)の実現するための代行決定には必要と考
えられる要件がある。それが前出12の要件への取
り組みとともに、決定を限りなく自己決定に近づ
ける作業としての‘|寸度(そんたく)が必要である。そ
して家族会が、個々の家族の利害を離れて客観的
な立場を維持することもまた重要である。
そして、その客観性を保つための手段として、
体験的専門知識(experientialknowledge)を有
する集団である家族会が、障害者本人のことを決
める時には、專門的知識(professionalknowledge)
の集団及び素人の知(layknowledge)の集団(ネット
ワーク)に影響され、牽制と承認(相互作用)を受け
ながら決めるということが考えられる。（図l)
さらに、その決定から決定を有効にする作業、
最善の利益(bestinterest)を実現する、制度的仕組
みも必要であり、それが成年後見事務である。家
族会による成年後見事務では、障害者の意思を′|寸
度(そんたく)するための家族的(intimate)な機能を
有するとともに、障害者の主体性を尊重するため
の客観性の担保も、第三者が参加することで可能
となる。それにより、家族とは違う決定及び成年
後見事務を行える可能性が開けるものと考えられ
るのである。
最後にこの論文の結論として、知的障害者の最
善の利益(bestinterest)の実現するための代行決定
プロセスの骨子についてまとめておく。
(1)その代行決定においては、客観的に見て、知
的障害者の尊厳を護ることを目的として判断
せざるを得ないときには、経験的専門知識・
專門知識・素人の知識(3知識)の集合体によ
図2
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る牽制と承認という決定支援システムが考え
られる。
(2)決定支援を行う材料としてのライフプラン
ノートの作成と活用も判断材料となり得る。
（第3章及び第4章・終章）
(3)代行決定後には権利を実現させる過程があ
る。成年後見制度等の活用による身上配盧(監
護)・契約支援である。（第3章)また、9＋3
つの要件・課題への取り組み、保証(第1章・
第3章)も最善の利益(bestinterest)の実現への
重要な鍵となる。
それらを統合することで、知的障害者の最善の
利益(bestinterest)の実現・福利が図られる可能性
が得られるものと考えられるのである。但し、社
会的環境(認知・承認)と経済的環境(finance)が必要
なことはいうまでもない。（図2）
6.今後の課題
知的障害者「意思能力の不十分」という難題の
ため、調査の内容が家族(親)中心の調査、手法とな
り、結果として障害者本人(主体者)抜きの調査と結
論となっている外形的調査と結果といわざるを得
ない。今後、第4章での大屋らの研究にあるよう
な、障害者の意思疎通の方法に配盧した何らかの
調査手法を検討する必要があるものと考えられる。
このことは今後の課題としたい。
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